
参考資料集
（構成員意見書）

1

資料３－２



現在の系統混雑管理と設備形成の考え方

2
出典）電力広域的運営推進機関地内系統の混雑管理に関する勉強会事務局「地内系統の混雑管理に関する勉強会について」最終報告（案）
（2020年12月9日）地内系統の混雑管理に関する勉強会（第5回）資料3 p.17 より
https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2020/files/konzatsu_5_03_01.pdf



送電・配電系統の空き容量状況（例）

3出典）九州電力送配電株式会社「九州電力送配電株式会社管内における発電機連系制約マップ」より（2021年1月6日アクセス）
https://www.kyuden.co.jp/library/td/pdf/td_service_wheeling_rule-document_disclosure/map/td_19takeo_map_201221.pdf

※黒：空き容量あり
緑：空き容量がないが、Ｎ－１電制により連系が可能となる見込みの電力設備
赤：空き容量がなく、かつＮ－１電制適用不可など連系にあたり設備対策工事が発生する見込みの電力設備



発電所の系統接続費用の分担の考え方
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【発電所側の負担】
スーパーシャロー：
すべてのコストが託送料金負担（発電所の負担は発電所の外の接続点まで）
シャロー：
既存の送配電網までの送電線等
ディープ-シャロー：
最も近い既存の送配電網まで＋既存増強の一部
ディープ：
既存の送配電網まで＋接続に必要な送配電網の増強・延長費用全体

発電所内 新しい送電線 既存の送配電網
スーパーシャロー

シャロー

シャロー／ディープ

ディープ

出典）構成員作成



欧州各国における系統接続費用の考え方

費用負担の考え方 国数 国名

スーパーシャロー～一部シャロー ２ デンマーク，ポルトガル

シャロー～スーパーシャロー ２ ドイツ，スロヴァキア

シャロー 20 オーストリア，ボスニア・ヘルツェゴヴィナ，ブルガリア，チェコ，フィンランド，フラ
ンス，イギリス，ギリシャ，アイルランド，イタリア，ルクセンブルク，北マケドニア，
モンテネグロ，オランダ，北アイルランド，ノルウェー，ポーランド，スロヴェニア，
スペイン，スイス

主にシャロー 2 ベルギー，キプロス

シャロー／ディープ 5 アルバニア，ハンガリー，アイスランド，ルーマニア，セルビア

ディープ 5 クロアチア，エストニア，ラトヴィア，リトアニア，スウェーデン
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スーパーシャロー：すべてのコストが託送料金負担
シャロー：既存の送配電網まで（送電線その他の送電施設）を発電所側が負担
ディープ：既存の送配電網まで＋接続に必要な送配電網の増強・延長費用全体を発電所側が負担

出典）ENTSO-E, “Overview of Transmission Tariffs in Europe: Synthesis 2019” (November 2020）Appendix 7 “First connecting charge”を基に構成員作成
https://eepublicdownloads.entsoe.eu/clean-documents/mc-documents/201209_ENTSO-E%20Transmission%20Tariff%20Overview_Synthesis%202019.pdf



需要量を上回る場合（現行の送配電等業務指針による）

火力
（最低出力以上）

長期固定電源
（水力・原子力・地熱）

送電容量上の出力制御（経産省で検討中と考えられる順序？）

バイオマス 太陽光
風力 火力

（最低出力未満）

火力
（最低出力以上）

火力

火力
（最低出力未満）

バイオマス 太陽光
風力 長期固定電源

（水力・原子力・地熱）

非化石

？

出力制御のイメージ

出典）構成員作成 6



メリットオーダーに基づく場合に一般に想定される順序

火力
（最低出力以上）

再生可能
エネルギー

火力
（最低出力未満） 原子力

火力などが再稼働時に時間を要するなどの事情で
下位に回される場合、

本来は下位の再エネに補償

出力制御のイメージ（続き）

出典）構成員作成 7



地内系統の混雑管理に関する検討：広域機関での整理

8
出典）電力広域的運営推進機関地内系統の混雑管理に関する勉強会事務局「地内系統の混雑管理に関する勉強会について」最終報告（案）
（2020年12月9日）地内系統の混雑管理に関する勉強会（第5回）資料3 p.18 より
https://www.occto.or.jp/iinkai/masutapuran/2020/files/konzatsu_5_03_01.pdf



再エネの導入量増加と移行への主な課題

9出典）安田陽「再生可能エネルギー大量導入を実現するための系統改革」再生可能エネルギー等に関する規制等の総点検タスクフォース第2回準備会合資料p.8
https://www8.cao.go.jp/kisei-kaikaku/kisei/conference/energy/20201222/201222energy01.pdf



系統の柔軟性向上の方法

10
出典）IEA TCP WIND Task 25 – Fact Sheet 「風力・太陽光発電の系統連系」(2020年）図3
https://www.nedo.go.jp/content/100923371.pdf



北海道電力ネットワーク 系統連系技術要件
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出典）北海道電力ネットワーク株式会社
「系統連系技術要件」p.7より一部抜粋，赤枠は構成員追加）
https://wwwc.hepco.co.jp/hepcowwwsite/network/con_serv
ice/stipulation/pdf/r0204_sv_reamsys.pdf



再エネの発電と火力・原子力の出力調整（ドイツ）

12出典）フラウンホーファー研究機構 Energy-Charts
https://energy-charts.info/charts/power/chart.htm?l=en&c=DE&interval=week&year=2020&week=12

2020年3月16日～22日の発電状況 風力・太陽光が多く発電する時間帯に石炭火力や原子力が出力を抑制している。

水力 バイオマス

褐炭

石炭

原子力

ガス
揚水

風力

太陽光

需要
出力抑制



再エネの発電と火力・原子力の出力調整（九州）

2020年3月16日～22日の発電状況

・ 太陽光・風力の出力抑制が行われた。
・ 石炭火力の状況は，公開されている情報
に火力の種別がないため，不明。

出典）自然エネルギー財団 電力需給チャート
https://www.renewable-ei.org/statistics/electricity/#demand 13



一般送配電事業者の調達における競争発注比率

14
出典）電力・ガス取引監視等委員会事務局「一般送配電事業者の収支状況等の事後評価～全10社の状況把握・フォローアップ～（第34回料金
審査専門会合（2018.12.12)資料5抜粋）料金審査専門会合（第35回，2019年1月15日）参考資料2 p.21
https://www.emsc.meti.go.jp/activity/emsc_electricity/pdf/035_13_00.pdf



欧州における送電線利用料の負担状況

15

発電所側が送電線利用料を負担
する国の割合は少ない。

Country

Sharing of network 
operator charges Price signal Are losses included in 

the tariffs charged by 
TSO?  

Are system included in 
tariffs charged by TSO?

Generation Load Seasonal Location

Albania 0.0% 100.0% No No Yes Yes
Austria 8.0% 92.0% No No Yes Yes
Belgium 5.6% 94.4% X No No Yes

Bosnia and 
Herzegovina 0.2% 99.9% No No Yes Yes

Bulgaria 9.5% 90.5% No No Yes Yes
Croatia 0.0% 100.0% X No Yes Yes
Cyprus 0.0% 100.0% No No Yes Yes

Czech Republic 0.0% 100.0% No No Yes Yes

Denmark 4.3% 95.7% No No Yes Yes
Estonia 0.0% 100.0% X No Yes Yes
Finland 18.6% 81.4% X No Yes Yes
France 2.0% 98.0% XXX No Yes Yes
Germany 0.0% 100.0% No No Yes Yes
Great Britain 16.1% 83.9% No Yes No Yes
Greece 0.0% 100.0% X No No Yes
Hungary 0.0% 100.0% No No Yes Yes
Iceland 0.0% 100.0% No No Yes Yes
Ireland 25.0% 75.0% No Yes No Yes
Italy 0.0% 100.0% No No Yes Yes
Latvia 0.0% 100.0% No No Yes Yes
Lithuania 0.0% 100.0% No No Yes Yes
Luxembourg 0.0% 100.0% No No Yes Yes
Montenegro 37.5% 62.5% X No Yes Yes
Netherlands 0.0% 100.0% No No Yes Yes
FYROM 0.0% 100.0% No No Yes Yes

Northern Ireland 25.0% 75.0% XXX Yes No No

Norway 29.0% 71.0% X Yes Yes Yes
Poland 0.0% 100.0% No No Yes Yes
Portugal 9.1% 90.9% XX No No No
Romania 2.7% 97.3% No No Yes Yes
Serbia 0.0% 100.0% X No Yes Yes
Slovak Rep. 2.9% 97.1% No No Yes Yes
Slovenia 0.0% 100.0% XXX No Yes Yes
Spain 10.0% 90.0% XXX No No No
Sweden 37.0% 63.0% No Yes Yes Yes
Switzerland 0.0% 100.0% No No No No

青：需要側が100%負担
緑：発電所側の負担が10%以下
白：発電所側の負担が10%超

出典）ENTSO-E, “Overview of Transmission Tariffs in Europe: 
Synthesis 2019” (November 2020）Table 4.1 “Main characteristics 
of TSO tariffs in Europe”を基に構成員作成
https://eepublicdownloads.entsoe.eu/clean-documents/mc-
documents/201209_ENTSO-
E%20Transmission%20Tariff%20Overview_Synthesis%202019.pdf



欧州で実施されている系統情報の公開
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左：デンマーク送電事業者Energinet.dkのウェブページより
国際連系線などの電力のリアルタイムの流れが，アニメーションでわかりやすく示されている。
出典）https://energinet.dk/energisystem_fullscreen

上：スペイン送電事業者REEのウェブページより
電源種類ごとの発電量と割合がリアルタイムで示されている。
データは10分単位で，ダウンロードも可能。
出典）https://demanda.ree.es/visiona/home



広域機関のガバナンスと事務局職員の構成
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出典）電力広域的運営推進機関「電力広域的運営推進機関の概要と組織設計」（2020年7月）経済産業省総合資源エネルギー調査会電力・ガス事
業分科会電力・ガス基本政策小委員会電力広域的運営推進機関検証ワーキンググループ（第1回，2020年7月29日）資料5 p.7, 15
https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/denryoku_gas/denryoku_gas/koikiteki_uneisuishin_wg/pdf/001_05_00.pdf



海外の再生可能エネルギーへの補償状況（洋上風力の例）

18出典）洋上風力事業者オーステッドよりの資料を構成員で翻訳

イギリス ドイツ

出力抑制 ◎ 洋上風力については補償金あり。

◎ 補償メカニズムは需給エネルギー調整時や送電制約の場
合も同じ。電力の需要と供給のバランスをとるための抑制が発
生した場合、「Balancing and Settlement Code」の下で
完全に補償される。 洋上風力事業者は、出力減のための補
償価格入札を実施、ナショナルグリッドは最も安いオプションを
選択する。

◎入札価格は収益/補助金を反映したものである。

◎ 補償あり。再エネ発電量過多時に、陸上の物理的なグリッド制約が
起こった場合。100%を上限にTSOが補償する。失われた収益は、実
際の風速とその資産の関連するパワーカーブに基づいて計算される。

※翻訳注）洋上風力の例だが、ドイツでは他の再エネについても補償制
度あり。

送電線機能
停止時

◎ 計画停止の場合、洋上風力事業者は、トランスミッションチ
ャージの払い戻しを受ける（発電機停止につながる停電の場
合は料金が返金される）。

◎ 緊急脱落の場合は、50％の割引率で補償が受けられる。

◎ 控除対象日数経過後の送電網の機能停止（計画的・計画外）
の場合、損失生産量の90％を補償

停止日数（時間単位で計算、例：240時間
-10日の連続する日数の、11日目からの逸失利益補償
−暦年で18日、停電日から 19日以降の補償

メンテナンス期間
-暦年10日、11日目からの逸失利益の補償

◎ 逸失利益の90％に限定され、結果的な損失は含まれない

◎ 補償は、TSOの過失による障害であるかどうかに関わらない。しかし、
TSOの故意による停止であれば、補償は初日から行われ、90%に限
定されない。

◎ 洋上風力事業者が送電網機能停止の原因である場合は、補償の
請求はない。

送電線遅延 ◎ 補償無し ◎ 洋上風力事業者に対し、逸失電力生産の90％につき補償

◎ 洋上風力事業者が運転開始準備を完了したが、系統接続が契約
上の系統接続日から10日以上遅れている場合、洋上風力事業者は
、系統停止に関するそれぞれの規則に従って、11 日目からの逸失収
益の補償を請求することができる。


